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技術革新と雇用

日本の犬企業における実証研究一一

ジャ γカノレロ・ノンニス

I 要約

この研究における主な仮説は，プ μ ダクト・イノずェージョンに基づいた企

業の活動が，デロセスーイノずェーションに基づいた企業の活動よりも有利で

あるというもりである。ごく最近まで古典及び新古典主義経済学は，雇用傾向

を説明するために資本形成を重要な要因として注目じていた。資本形成は，

雇用に影響を与える必要な要因ではあるが， もしそれが，純粋な(プロダクト〕

イノヴェ --/3/に基づく活動を活性化しないならば， (長期に渡っても短期

に渡っても〕雇用に意味のある影響を与えないだろう。この研究では，構造的

失業の原因は，資本の漸次的蓄積(独占〉にあるというマノレグ旦主義理論を問

題にしている。資本形成のダイナミグスは，最終的にマノレグス主義の描いた通

りの結果を生み出す可能性はあるが，そのダイナミク λ をよりよ〈理解するた

めに，イノヴェーショ y活動を考慮する必要がある。

11 文献の概観

イノヴェ-'，/ョン活動と雇用との関係に関る問題は，経済学では古い問題で

あり，高い失業率を示している現在でもまだ解決されておらずi九 ζの問題に

ついての経済学者の志見は必ずしも一致していなし、。

1) 失業4三(198F年， 10月〉 オランダ14.9百，イタリ 713.4%，ベルギー13.0%，英国11.7%，フラ

ンス10%.西トイツ8.8%，アメリカ7.0%The Economut，“Economic and Financial Indl 
cators九 18-24uct.， 1986， p. 115 
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一般均衡理論派の経済学者は， J， R ヒックス (Hicks)の言葉を言い換えて，

労働節約的技術革新は労働の限界生産を減少させるが，この場合も資本の限界

生産が上昇して資本蓄積を生み出し，この資本蓄積はまた，労働の限界生産を

上昇させると述べtいる。 ιのように最終的に技術に基づいた進歩が，労働に

も資本にも利益を与えるのである(ニプロセス・イノヴェーショ γ戸。新古典

主義経済学者にとって労働節約をひきおこす機械の導入は，長期に渡って雇用

にあまり悪い影響を与えないと一般に考えられている。なぜならば資本蓄積は，

投資を通じて雇用を上昇きせる働きがあるからである。このような楽観的な技

術輩新の見方は，今の経済学の教科書に圧倒的に多く見られるヘ

他方でマルクス主義の経済学者は，労働節約的技術革新は労働の限界生産を

減少させ，そして資本の限界生産が上昇しながらも，必ずLもそれが長期に渡

っても労働の限界生産を上昇させないと述べるへ これに従って資本は次第に

独占資本になり，量的にも質的にも労働が貧困の状態に陥るのである O

産業社会学者の意見にも，経済学者のように学派によってかなりの相違が見

られる。機能主義派の学者は，労働の質及び量が技術発展の機能であり，技術

発展が高ければ高い程，労働も質的にも量的にも改善されると述べる。この学

派の典型的な研究者は，アメリカのR ・ブラウナー(1l1auner)ω であると思わ

れる。マルクス主義派の学者は，機能主義派の学者のように労働の質文は量は

技術発展0)機能であると言いながらも，技術発展は逆に労働の貧困を生み出す

と述べる。アメリカでこの学派の典型的な研究者は， H・プレ ヴγ ーマ y

(Braverman)であると思われる"'。ヨーロッパでマノレタス主義派の学者は多く，

2) J. Hicks， E何回micPe汀pect四 es，Oxford， O. U. P.， 1977， p. 186 

3) Wannc.cott & Wannacott， Economic$， 2nd Ed.， New York. McGraw Hill. 1982， p. 630; R 

L 日eilbroner，L. C. TnurQw， Understanding Macroe叩即mics，5th Ed.， Englewood Cli品，
N. J.， Prentice一Hall，1975， pp. 247-25G. 

4) K 恥1arx，Capita~ F. Engels ed.. New York， Intern.ational Publishers， 1967. vol. 1. Chap 

ter XV，“ Machinery and Modern Industry"， pp. 371-507. 

5) R. Blauner， Alienation and Freedom， Chicago， University of Chicago Press， 1964. 
6) H. Braverrnan， Labor and Monopoly Capital: The Degradation 01 Work叩 the'1'wentietk 

Century. New York. Monthly Review Press， 1974 
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イギリエえではs・グレッグ (cteggeta1.)"， フラソプ、ではE・マ γデノレ (Man-

del)8J，西独ではR ・/l-ーレ y ドノレフ (Dahrendorf)ωなどであったが， ごく最

近学派を問わず，技術変化が雇用に与える影響が実証研究で分析されてきてい

る。イタリアのM'pッリエ (Rollier)は，フィ /'Y トの自動車の製造合理化

を研究の中心にして，オートメーションの導入による雇用の請t少を分析した1030

H.スカーブロー (Scarbrough)山は英国のレイランド自動車の労使関係を研

究しそこにプロセス・イノず"，，-~..y .::'!yがどれ程影響をケえたかを確認した。

それは労働不安守生み，管理のパワーを拡大させ，最終の段階では多〈の労働

者が解雇された。ドイツのフォルクスワーケおンにおし、ても技術変化を道入した

時に，フィアットと V イランド程ではないが同傾向が観察された12)。続いてド

イツの商業銀行 (Kommerzbank)13) の調査によれば， 1990年代に人工知能を

備え付けた機械導入により，組立工の50%は不要となる可能性が高いと出てい

る。これに反して，フランスで行なわれた研究の結果はかなり楽観的である。

1981年から1985年にか吋ての第八次経済計画によれば，産業のロポット化によ

る労働の余分はわずかであり，労働力の 1%にしか影響を及ぼさないと述べて

いる'"。

日本でも，西洋のように雇用と技術革新との関係の問題についての研究が分

極化きれてきたが"にそれについてここで詳しく述べる余地がないので，最近

γ) S. Clegg & D. Dunkerley， Urganization， Class and Control， London， Routledge and 

Kegan， 1980 
8) E. Manclel， Long Waves of Capitalist D四 elopment.Carnbridge， C. U. P. 1980; 

E. Mandel， The Second 8!umρ， London， New Left Books. 1978 
E. Manclel， Late Capitaliom， London， New Left Books， 1979 

9) R. Dahrendorf， Class and Class Conf!ict in lndustrial Society， Stanford， S. U. P.， 1959 
10) M. Rollier，“Changes of Industrial Relations at Fiat"， in O. Jacobi et al. ed.， Techη0/0 

gical Change and lndustrial Relations， London， Croom IIelm， 1986， pp. 11G-133. 
11) H. Scarbrough，“ The Politics of Technological Change at British LeylandヘIIl O. lacobi 

et al. ed.， Q. C.， pp. 95-115 
12) E. Brumlop， U. Juergens，“ Rationalization aIld lndustrial Relations: A Case Study of 

Volk~wagen"， in O. Jacobi et al. ed.. o. C.， pp. 73-94 
13) World Labour Report， In飽rnational La bロurOffice， Geneva， 1984 
14) World Labour RepoIt， International Labour 0国ce，Geneva， Hr84 
15) 例えば，この研究の分極化については以下の論文を参照。村田和彦.i投術革新上人間野働」ノ
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の日木政府の施設による研究の結果を簡単に述べることにする。

昭和60年度の労働白書は， “技術革新下の労働と能力開発"を中心に次のよ

うに述べる。

① 日本の企業の全体p 特に機械関連の業種においてパートタイム新規求人が

増加したlω。

① 景気回復期における新規求人の国民総生産に対する弾力性は，特に製造部

門の場合次第に減少してきた1円。

この陳述を裏付け芯デ タは，経済企画庁の「国民経済計画」に掲載され山，

それによると新規求人の国民総生産に対する弾力性は (52年~58年)， 建設業

1.4563，製造業0.1209，卸売・小売業0.5235，サービス業1.6275であるが，製造

業の機械部門の場合，同弾力件は上昇となっている凶〉。これによって製造業の

一般部門の新規求人が生産に対して減少しつつある中で，機械部門のそれが上

昇Lているのは，その新規求人の多くはパートタイムであることが推測される

であろう。この新規求人の減少について同白書は直接に説明しないが， NC工

作機械が導入された理由として，人手不足と労働賃金の上昇をあげている問。

昭和40年代後半以来，全体的にみて日本の経済は，原材料に基づいた生産性

(単位原材料投入量の減少)から労働に基づいた生産性(単位労働投入量の減

少〉へと変化した。 30年代中頃，生産物ー単位に対し労働投入量が二単位であ

ったのが， 40年代中医には，生産物一単位に対し労働投入量はー単位となり，

労働生産性は倍になった。労働生産性を業種別にみるならば，機械関連業種，

鉄鋼，ゴム，化学等において上昇し亡きたが，その後，素材関連業の労働生産

性は純化L，一方で機械関連業の労働生産性はその後も上昇し続けている200

、ビジネスレピュー， Vol 32， N. 2， 1985 pp. 1-14. 岡本努凪 「技術革新と労i動の質」ピジネス
レピュ ， Vol. 32， N. 2. 1985， pp. 15-29 

16) 労働白書，昭和田年:C， pp. 8・9
17) 同上， p.18 
18) 同上， p.19 

19) 同上 p.42. 

20) 同上， p.116. 

21) 同上， p. 116 
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これらの労働生産性の相違について白書は直接説明しないが』それはおそら〈

生産過程においてオートメーション化が進んだことと，新製品に基づいたイノ

ヴェージョンの相互作用によるものであろう叩。同白書は集積回路を備えた機

械の導入に関して， 51年から58年にかけて，製造業の場合，出荷額は 49.4%増

加し，雇用は 25.9%増加したと述べ ζいるが，雇用の内容につい ζは明らかに

していなし九その雇用の増加についてs 次のような新古典主義経済学的な説明

がなされている r製品の品質が向上し，労働生産性の上昇によって製品価格

が低下することを通じて製品需要が拡大し， 雇用が増加することが考えられ

る。」即例えば同白書は，時計業のME技術の進展に基づいた発展を事例とし

てあげている。それは51年から58年にかけて，出荷数量は144.5%増加し，従業

者数も 3.7%増加した。著し〈発展(高い労働生産性，製品の低価格，高い雇用

率)した製造業は3 電気音響機器， 電子計算機， 向付属装置， 精密機械であ

る2ヘこの製造業種について白書は，プロダクト・イノヴェーションとすくれ

たプロセス・イノヴェーションに基づいた業種であることを直接述べていない

が，それらの発展は疑いの余地のないものである。

もう 1つのあまり明白にされていない問題は，増加した労働力の内容である。

と言うのは，労働力が正規従業員，バートタイム臨時雇用のうち，その劃合

については明白にされていないのである。 1986年に出版された「技術革新と雇

用」によるシミュレーション研究によると，これからの20年の聞に，電気，輸

送，精密機械企業の労働者がJ プロダクト・イノヴェーションによって減少し

てゆく傾向にあることを明らかにしている叩。同時に，鉱業，一次金属，輸送

機械，繊維製品製造業の場合は，途上国の競争力のもとで，労働力が大幅に減

少する傾向がみられるだろう刷。同書によると，余分な労働力はサーピス業に

22) 同上， p.117 

23) 同上， pp. 124・125
24) 胴上， p.132 

25) 経済企画庁総合計画局，技術草新と雇用，昭和61'f.， p. 72 

26) 同上.p.72 
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よって吸収される傾向にあると予測されている。製造企業の中でも一番労働力

を必要とする分野は，技術草新部門，販売部門J 情報処理部門，企画部門であ

る2円。同書は目本的雇用慣行の推移についてふれながら間，昭和35年から週間

就業時間35時間以上の臨時的労働者は， 35時間以下の常用と臨時的労働者に，

とってかわられてきている ζ とを述べている。さらに昭和品年から，正規従業

員構成比は低下していると陳述している叫。将来の労働構成や雇用状態につい

じ同書の概要を述べれば次の通りである。

① 従来多量の労働力を吸収した製造業は，次第に労働力が不要となってゆ〈

が，その中でも R and D 部門，販売部門等の求人は高まってゆ< (製造業

の+ーヒスイヒ〉。

① サーピス業3 特に医療健康サーピス，教育サービ y、は，求人率が高くなっ

てゆく。

③ パートタイム〔臨時と常用〉は日本に制度化されてきて，正規従業員は減

少してきた。

上述によると，日本にも何らかの形で労働分極化が台頭してきていることが

わかる。企業による採用された二重の雇用の組織は，労働分極化を示唆してい

る。 r技術章新と雇用」によると，伝統に基づいた日本の雇用制度は(終身雇

用，年功賃金等〕一般的に崩壊しつつあるのではなしむしろ従来採用されな

かった中小企業にも広がってきている30'。同書の終身腔周の定義についてωは

論議が多いが，最近の日本の企業には規模を問わず，次回雇用制度がみられる。

① 伝統に基づいた雇用制度(終身雇用，年功序列，企業別組合， OJT等〉

は， コア労働者だけに応用される。

①市場の働きに基ついた雇用制度は，技術変化の残された分野または必要の

27) 向上， p.99. 

28) 向上， pp. 132・133
29) 向上， pp. 132 . 133 

30) 向上， pp. 129. 130. 

31) 同上J p. 136 
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ない分野に従事する労働者に応用される。

上述した通り同書は，①の労働者数は減少しつつあり，②のそれは増加しつ

つあると述べている。

III 理論の概略

1 上述の文献には技術変化と雇用との関係が大まかに拙かれており 3 そこで

技術変化とはプ μ セス・イノヴェーションとして扱われた。しかし技術変化を

大きく類別するならば，二種類ある。それは，

A‘製造過程に関わる技術変化 (processinnovation) 

B 新製品に関わる技術変化・新製品に上る内部化された技術変化 (produet

innovation) 

さらにプロダグト・イノヴェー γ ョンについて，①水平的製品多角化に導く

新製品と②垂直的製品多角化に導く代替新製品 (substitute product innova-

tion) に区別できると言える。

この研究の主な前提は，技術変化がその種類によって，労働の質及び量的局

面に重大な影響を及ぼす乙いう仮定である。簡単に言うならば， ここで仮説さ

れた命題は次の通りシンボノレで示される。

帰無仮説， Ho: $1 -$2=0 

対立仮説，Ha:ε， -，，>0 
ε" 雇用に関わるプロダクト・イノヴェーションの結果

'2，雇用に関わるプロセス・イノヴェージョン心結果

2 ここで仮説された雇用と技術変化との関係は，ごく最近Y ・カツラコ見

(Katsoulacos)叫によって経済理論のレベノレで分析された。カツラコ旦は技術

変化を二種類に区別L (ヅロセス・イノヴェ--Y ~YI::基づいた技術変化とフー

32) Y. Katsoulacos， The Employment EfJect 0/ Technical Change， Brighton， Wheatsheaf 
Books， 1986 
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ロダクト・イノヴェーショ γ に基づいた技術変イt)， 雇用に及ぼすそれらの影

響は基本的に違うということと，次の媒介変数は雇用に重大な影響を及ぼすと

いうことについて論じた。それは，

A. プロセ月・イノヴェーショ Y は以下の媒介変数と互いに影響し合って次第

に雇用に結果変数として影響を与える。

1 資本形成を行なうのに必要な時間(短期・長期〕

2 技術変化による片寄り (BIAS)，と言うのは，技術変化がどれ程労働節

約的技術であるかを示唆している。 (Hicks-neutral technical change， 

Hicksian labour saving technical change) 

3 需要の弾力性

4 生産要素にお什る代替(どれし程労働が資本に¥よって代替されうるかを指

摘している〕

5 市場構造(完全競争，寡占，独占〉

6 伸縮価格(労働賃金に関する Priceflexibility) 

B プログr"ト・イノヴ ;x.-'./aンは同様に，次の媒介変数を通して雇用に影

響を及ぼす。

1.製品代替(代替率が高ければ高い程，雇用への影響は少ない〉

2 市場構造(技術革新による独占は，雇用に積極的な影響を及ぼす)

一般均衡論を背景にカツラコスの分析の結果をまとめると，次のような命題に

なる。

i プロ七月・イノグェーションに関わる技術変化の場合

G 実質賃金の場合， もし技術変化が労働節約的であり (IIickslabour sav. 

ing technical change)，また短期の産出供給に対しての価格弾力性が 1

より小であるならば，競争企業における労働需要は減少する。

① もし需要の価格弾力性が 1より大であり，技術変化がヒグシアン中立的

であるならば， これは労働需要の拡大のための必要十分条件である。

① 需要曲線の弾力性が不変であるならば(，=1)， 労働需要の拡大・減少
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を引き起こす技術変化への市場構造の影響は少ない。もしその弾力性が 1

より大であるならば，市場構造が独占的であればある程，技術変化が労働

需要拡大を引き起こす可能性は大きい。

④ ケイ Y ズの一時的均衡の場合， もし財・労働市場が過剰供給であるなら

ば，技術変化は労働需要を縮少させる。

上述のように，カツラコユの理論によれば，プロセス・イノヴェージョンに

関わる技術変化の場合(短期的に競争環境は条件付き)， 労働需要に影響を及

ぼす重大な変数は，技術変化による片寄り (Biasof technology) と需要の価

格弾力性である。叉長期的にプロセ月・イノヴヱーションに関わる技術変化の

場合は，労働需要に影響を及ぼす重要な変数は資本形成であるが，その影響は

③仲縮価格と⑤消費財の生産を圧迫する経営者の見通Lによ勺て変動する。

ii プロダグト・イノヴ OI"_-Vaンに関わる技術変化の場合

① 競争経済による独占の場合，他事情が同じならば，新製品の導入は(水

平的な製品の多角化〕労働の福利を増大させ，労働需要に積極的な影響を

及ぼす回。

① 新代替製品の導入の場合(垂直的製品の多角化)， その製品代替率が高

ければ高い程，労働への需要はゼロに近似する凶。

ここでは紙面の都合でカツラコスの研究結果しかあげることができなかった

が，彼の理論によれば，プロダク}・イノヴェ-..yョ Yとプロセλ ・イノヴェ

ージョンとの基本的な相違は， 前者が新製品への消費者の効用関数(utility 

function) を上昇させるに対して，後者は消費者の効用関数をある最適値まで

上昇させるのではあるが，それを越えると消費者の効用関数が下がり雇用に消

極的な影響を与える刷。

上述によれば， ゾロセス・イノヴェーションに基づi¥吠こ経済には限界ーがある

が(収穫逓減法則)， それは生産手段に内部化された資本の生産性が減少する

33) Y. Katsoulacos， o. C.， p. 152. 
34) Y. Katsoulacos， Q. C.， p. 152 
35) Y. Kuts凹 lacos，o. c.， p. 64 
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表 1 各景気循環局面における労働投入りGNP又は生産性に対する弾力性

全産業 製造業 消費 素材 機械

4C年 4 月 ~45年 3 月 0.1466 0.1876 -0.1017 0.1294 0.3151 

46年 4 月 ~48年 4 1' 0.0304 0.0645 0.5925 -0.1236 0.0711 

5C年 1 月 ~52年 1 月 0.2885 0.1220 0.3125 一日 1910 0.2025 

52年 4 月 ~55年 l F. 0.3116 0.0633 0.1139 0.1084 0.1320 

58年 1 月 ~59年 4 月 0.2796 0.2494 0.4836 0.0290 0.3281 

注 O~新規求人 Y~GNP }i.は生産性
0， Yはそれぞれ55年=100とした指数 弾力性は logO=a十 blogY として

計測した。

出所 「労働白書J1985年版， 42へーシ。

表2 労働投入のGNP又は生産性に対する消費財弾力性と機械弾力性

との比較

40年 4 月 ~45年 3 月

46年 4 月 ~48年 4 月

50年 1 月 ~52年 1 月

52年 4 月 ~55年 1 月

58年 1 月 ~59年 4 月

4.09倍

1.12倍

一0.35倍

0.16倍

-0，32倍

表 3 労働投入のGNP又は生産性に対する機械弾力性と素材弾力性

との比較

4C年 4 月 ~45年 3 月

46年 4 月 ~48年 4 月
50年 1 月 ~52年 1 月

52年 4 月 ~55年 1 月

58年 1 月 ~59年 4 月

1.43倍

1.57倍

2.06倍

2，23倍

10.31倍

表 4 労働投入のGNP又は生産性に対する消費弾力性と素材弾力性

とり相違

40年 4 月 ~45年 3 月 -1.78倍

46年 4 月 ~4~年 4 月 -5.79倍

50年 1 月 ~52年 1 月 2.64倍

52年 4 月 ~55年 1 月 2.05倍

58年 1月"-'5S年 4月 15.66倍



80 (268) 第 142巷第2・3号

という意味ではなし消費者の効用に限界があるという意味である(消費者効

用の逓減〕。ある意味でプロセス・イノヴェーシ aYに基づいた経済は， エン

トロピッグ .-./λ テムであり，それにプロダクト・イノゲェーションが刺激を

与えない限札次第に退化してしまう。この重大な問題についてここで詳細に

説明できないが，経済を活性するプロダクト・イノヴェーションについては，

J .シュンベーター (Schumpeter1911)，最近では C ・アリーマン (Freeman

1982)， P・プヲックパ ン (Blackburn1985)が l分に論じている制。

m カツラコスの理論によれば，技術革新〈特にプロダクト・イノヴェーショ

ン〉は，財・サーピ1 の需要の媒介変数を通して労働需要に積極的な影響を与

える o との理論を裏付日るデータは少ない。しかし 1985年度の円本の労働白書

に掲載官れたデータに何らかの条件を付けるならば，カツラコスの理論がある

程度裏付けられると思われる。条件は次の通りである。

A. GNPは，財・サーピスの需要を反映している。

B ある産業部門は他の産業部門よりもイノヴァティヴである。例えば，機械

部門は素材部門よりもプロダクト・イノヴァティヴと言えるだろう。同じく

消費部門は素材部門よりもプロダグト・イノヴァティヴと言える。

これに従って，労働需要・労働投入の生産性に対する蝉力性が他の産業部門

よりも機械部門の方がより高いという仮説を設けた。(表 L 2. 3， 4)各

景気循環における労働投入のGNP又は生産に対する各産業部門の弾力性は 1

よりも小であり，素材部門の場合昭和40年から59年にかけて，それが著しく減

少してきた。各産業部門の弾力1主主比較すると，一般的に機械部門の弾)J性は，

他の産業部門の弾力性よりも高いと言える。この産業部門との蝉力性の相違は，

ここで産業のイノヴァティヴな活動で解釈されてきたが， この問題は， もっと

詳しく分析を行なわなければならない。

36) ]. Schumpeter， Theorie der Wirtschaftlichen Entwicklung， (1911); C. Freeroan et al.， 
uηemployment a冗d町並chnicalInnovation. London. Frances Pinter. 1982; P. Blackburn et 
a1.， Techn()lo，留y，Economic Grow品 andthe Lab刷 rProcess， London， MacMillan Press， 
1985. 
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lV 上述したように，カツラコ旦が用いたモデノレでは変数が相互に作用しなが

ら，労働需要にさまざまな影響を与えている。しかしカツラコスの変数の操作

は数学のレベノレで行なわれ，実証の操作の段階まで発展しなかった。その実証

の変数の操作は言うまでもなく非常に複雑な問題であり， ζ こでこの問題を扱

う余地は仕かったが，カツラコ λのモデノレよりも簡単なモデノレを利崩しながら，

選択された変数がどれ程日本の労働需要に影響を与えるかについて検討するこ

とにした。

IV 実証研究

f サ γ プリング

416社の業績を1983年 2月から1986年2月にかけて分析した。企業は業種別

に抽出された。食料品業49社，繊維業43社，化学業49社，薬品業25社，鉄綱業

35社，工作機械・産業機械業40社，電機業67社，自動車業30社，精密機械業15

社，非鉄金属業39社，通信・エンジニアリング業24社(合計416社〕資料は，

Japan Company Handbook， First Section Firms， First Ha!f， 1983， 1984， 1985， 

1986年度，技術革新と労働の実態，労働省統計情報部，昭和59

11 変数の選択とその選択の原理

A 選択された変数

1 売り上げ高(企業の産出)

2 純利益

3 資本投下 (Capitalinvestment:土地，機械，建設)+研究開発費

4 企業の従業員数〈正規従業員に限る〉

B 変数の選択の原理

a 前に述べたようにプロダグト・イノヴーーションを積極的に追求する企

業は，プロセ旦・イノヴェーションしか追求しない企業よりも労働力を吸

収する。この技術と雇用との関係を確認するため，ここで資木投下・研究

開発費と企業従業員数との相関を観察することにした。仮説に述べられた
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表 5 売り上げ高・純利益・資本投下+研究開発費による予測された雇用事

1-A 食品業 (49)

2 3 4 BETA 主 SD 

1売り上げ高 997申申キ 13.65 20.83 

2純別益 .796牢市申 l -1.037申肺 39.05 139.80 

3 資本投下+，。 .151 128 107 11.51 36.78 

4 雇 用 .168 -.246端 121 R2.394牢宇本 0.80 11.86 

(1)資本投下十研境開発費

2-B 繊維業 (43)

2 3 4 BETA X SD 

1売り上げ高 1 458申牢串 8.18 8.45 

2純利益 .087 -.394市串 131.24 "09.73 

s資本投下十u) 一 .257* .036 l 001 15.71 34.04 

4 雇 用 .408キ肺 -.355牢 帥 一.128 1 R'.268市申申 8.70 11.68 

ヨ-c化学業 (49)

1 2 3 4 BETA 主 SD 

1売り上げ高 206 19.90 47.89 

z純利益 ー296申キ 1 一一 307 165.15 162.30 

3 資本投下+(1) ー .149 285事宇 058 24.78 31.98 

4 雇 用 107 230* -.060 R'.028 1.38 8.50 

4-D 薬品業 (25)

2 3 4 BETA X SD 

1売り上げ品 .618咋牢牢 6.84 7.81 

2純利益 .370市 -.543本車中 4.96 32.94 

3資本投下+(1) 414牢申 .435串申 166 11.52 11.13 

4雇 用 冒476制キー 253 .164 R2.378-*牢申 5.47 8.19 

5-E 鉄鋼業 (35)

2 3 4 BETA 豆 SD 

1売り上げ高 .398ヰヰヰ 7.40 10.69 

2純利益 158 1 -.116 66.91 113.93 

3資本投下+(1) .257 046 一 0.65 29.94 48.97 

4雇 用 .363申 050 043 1 RZ.065 -4.09 10.45 
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6-E 工作機械・産業拶減業 (40)

1 2 3 4 BETA λ SD 

1 売り上げ高 1 口伝ち 16.11 22.22 

2純利益 135 口83 -15.88 551.19 

3 資本投下+(1) 095 -.331判 ，113 29.51 36.51 

4 雇 用 日77 026 118 R2.000 7.39 67.60 

7-G 電機業 (67)

1 2 3 4 BETA X SD 

l 売り上げ高 1 .726ホ車市 33.85 26.52 

2純利益 .347申中市 一ー161 69.43 173.98 

3 資本投下+(1) 206唱 276本* .181申牢 21.85 24.22 

4 雇 用 .707申車本 .141 咽286申串申 l R2.521卒中牢 12.82 17.00 

8-H 自動車業 (30)

1 2 3 4 BETA X SD 

1 売り上げ高 1 .236 19.54 13.65 

2 純利益 250 .012 7.36 211.63 

3 資本投下+(1) ー.243 033 1 .046 33.43 30.15 

4 雇 用 .228 078 010 R2.000 5.281 6.71 

9-1 精密機械業 (1の
1 2 3 4 BETA 五 SD 

1 売り上げ高 1 .839本市牢 35.43 20.98 

2純利益 -152本 -.131 117.11 201.51 

3 資本投下+(1) 380 750牢申中 234 41.29 21.41 

4 雇 用 868ヰ申宇 420* .452牢 1 R'.717申判 17.86 31.69 

10-J 非鉄金属業 (39)

1 2 3 4 BETA X SD 

1 売りよげ高 533卒中本 12.75 13.13 

2 純 利益 069 1 042 99.5G 3G4.29 

3 資本投下十(.) ー 169 -.009 1 003 47.35 75.46 

4 雇 用 535岬牢 -.078 087 R'.227ヰ帥 -2.76 15.04 

ll-K 通信.=ンジニアリング業 (24)

2 3 4 BETA 主 SD 

1 売り上げ高 609 7.22 16.60 

2純利益 80品本卒中 1 448 -8.05 33.68 

3 資本投下+(1) ー 114 .120 -.168 50.10 6日98

4 雇 用 269 021 201 1 R'.084 0.26 5.34 

*P<.lO;仲Pく.05;刺市P<.02
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ようにその相関は，プロダクト・イノヴェーショ Yを追求する企業の場合

正相関として推測され，プロセス・イノヴェージョ γ を追求する企業の場

合負相関として推測される。

b 売り]二げ高の変数は，企業の販売活動が労働力を吸収する力がどれ糧で

あるかを確めるために選択された。

C 純利益変数は，企業利益が資本形成にどれ程リサイクノレきれるか，又そ

の資本形成は引き統いて企業の雇用にどれ程影響を与えるかを調べるため

に選択された。前にも述べられたようにこ白変数の関係につし、て，新古典

主義経済学者は楽観主義的 Cあるのに対して，マノレタス主義経済学者は悲

観主義的立ある。

d 最後に資本投下と研究開発費が，売b上げ高と企業利益にどれ程影響を

与えるかを確めるために選択された。

u1 研究の結果(表的

① 資本投下・研究開発費と雇用率との相関関係は一般的に有意ではないが，

推測された通りであり，プロダク T・イノヴェーション集約的な電機・精密機

業の場合J 相関関係は高く有意である。前にも述べたように機械部門の資本投

下は他の部門よりプロダクト・イノヴァティずであり，製造された新製品の効

用は高し個人需要を満たすため従業員数が増加する。これに反して素材業，

消費業の資本投下は，一般的に生産過程の合理化を進めるために行なわれると

言えるだろう。これに従って，従業員が資本によって代替され，従業員数が最

終的に減少してゆく。

② 一番有意の高い相関関係は，当然、のごとく売り上げ高と純利益の聞で観察

された。しかし，繊維業，鉄綱業，工作機械業，非鉄金属業， 自動車業の場合

は相関関係は有意ではなしまた非鉄業の場合負相関になっている。 ζのよう

な産業部門は伝統的な産業であり，現在激しく変化しつつあるため，この変化

は疑いなく企業の利益に影響を与える。

① 売り土げ高と雇用，そして利益と雇用との相関関係は興味深い。売り上げ
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EMPLOYEES 

高と雇用との相関関係は高〈有意である。このデータによって，日本企業は，

市場占拠率を上昇きせるため労働力を吸収すると言えるだろう。乙れに反して

利益と雇用との相関関係は，負相関であり有意である。後者の相関関係は，慎

重に解釈しなければならないが，負相関は，表面的にマルクス理論を裏づけて

いると思われる。マノレクメ、理論によると，企業利益に基づく資本蓄積率は，雇
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表 6B 長期に渡って観察された利益と雇用1975・1984
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資料前掲書I 136-137ページ。

用率に比べ徐々に拡大してゆき〔プレーヴァーマンの独占理論)，企業利益は再

投資せず，独占資本形成拡大のために利用される。食品業，繊維業，薬品業ほ

負相関で有意であり，電機業，通信業の場合は，負相関ではあるが有意ではない。

回帰分析によると，企業利益と雇用との問には，企業の部門を間わず正相関

が見られない。企業り利益は言うま立もなく，企業の人件費と負相関であるが，

新占典主義経済学者によると，長期に渡って，雇用に積極的な影響を与えると
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表6C 長期に渡って観察された利益と雇用1975・1984

医薬品 (32社〉
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思われる。回帰分析のデータは 3年の期間に限bれているため，企業利誌が

長期に渡って雇用に与える積極的な影響を観察することができなかった。しか

し，違ったサY プノレのデ タを利用したところ，利益と雇用との関係は，長期

に渡って変化が見られなかった。(表6)

この研究の結果によれば，資本形成あるいは資本蓄積は，短期に渡っても長

期に渡っても，雇用率に積柘的な影響を与えるととが見られなかった。しかし
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表 6D 長期に渡って観察された利益と雇用1975・1984
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これに反して，資本投下と研究開発費は，プロダグト・イノヴァティずな企業

の場合，短期に渡っても長期に渡っても雇用率に積極的な影響を与えることが

観察された。こ白結果によると，資本形成は，研究開発費に媒介され ζ，また，

企業の市場が拡大きれるにつれて，雇用に積極的な影響を与えるということが

言えるだろう。(表7)この意味で，マルクス主義理論は不充分であり，雇用

に積極的な影響を与えるプロダグ卜・イノヴェージョ Y が分析されていないQ
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表 7 ベータ係数にもとづいたパス分析 (PATHANALYSIS) 

モデノレ資料 表 5参照

繊車企業

1 、一手と:Jl8
売 JJ:lt'，f可 一一一一一一と土ヱーー工雇用率

ヲケ/'一一一一一Ef--一
資本投下十研究J 一一一

開発費

(1)資本投下十研究開発費を通ビて

(2)売り上げ高を通Uて
(3) 資本投下+研究開発賀、売り上~-fi討を涌ピで

直接効果 410 

閉鎖効果(1) 十.∞99

間接効呆(2) 十 049

間接効果(3)一∞5
総合効果 -.356 

雇用率

直接効果 .308 
間接効果 (1) +.017 

間接効果 (2) + .076 
間接効果 (3) -.015 

総合効果 -.230 
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日口、三デ亡人 R[73

;;下1どご一一---.-------:..車川半
直接効果

間接効果(1)

間接効果(2)

間接効果 (3)

総合効果

-.545 

+.063 
十 144
+.084 

-.254 

EXづデ〕トーl
帥投下十ど二LrfJ車問午

.750 

直接効果

間接効果(1)
間接効果 (2)

間接効果(3)

総合効果

-.136 
十.176
+.320 

+.059 

+.419 
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④ 最後に，資本投下・研究開発費と純利益との相関関係について若干のコメ

γ トを加えておこう。この相関関係は，化学業p 薬品業，電機業，精密機械業

の場合3 高〈有意で推測された通りである。このことから，プロダクト・イノ

ヴヱーショ yに基つeいた企業I:l:，利益が高しそれは企業の製品目需要の高ま

りを意味L 雇用に積極的な影響を与えると言えるだろう。

V 結 v'

この研究で伝説された命題は，プロダクト・イノヴzーションに基づいた企

業は，プロセス・イノずェーショ Y に基づいた企業よりも，企業に積極的な影

響を与えるというものであヮた。研究の結果は，一般的にj二述の命題を裏づけ

た。具体的に言うならば，企業は，形成された資本をイノヴヱーショ Y活動の

ために投資L.，そのイノず z ーショ γ活動は市場の投大を促L そしてその結

果，雇用を拡大するというダイナミックスが観察された。今まで資本形成は，

直接，雇用に積極的な影響を与えると考えられていたが，その命題は有効では

ないことがこの研究で明らかになった。このような結論は，シュンベーターが

理論的に研究を行なっては来たが，ここで，シュ γベーターの理論を実証デー

タで裏付けることができた。

さらに，労働の極分解のプロセスにおいて，資本形成の役割は必要な条件で

はあるが，資本形成自体が労働の極分解を引き起こさないことが，ここで明ら

かになった。資本形成は，プロダグト・イノヴェ--Y三ンに媒介される場合，

必ずしも労働極分解をおこさないのに対して，プロセス・イノヴェー γ ョンに

媒介される場合，労働極分解を引き起こすことが明らかになった。

これに従って，マルク λ 理論に基づいた資本形成と雇用との関係の分析は，

必ずしも十分とは言えないと考えられる。その土，新古典主義経済学者による

資本形成の雇用への積極的な影響は，短期に渡っても長期に渡っても，あまり

有意ではないことがここで明らかになりた。しかしながら， この研究の分析は

マクロ分析であり， ζ こで観察された変数の関係ほ，具体的にケーススタデ 4
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で再確認することが必要である。乙れからの研究においては，上に分析された

変数の関係も，各企業のレベノレで分析することが期待されるだろう。


